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・橋梁下部工を施工する配置予定技術者
 １級土木施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」と
は、次のものをいう。
・１級建設機械施工技士の資格を有する
者
・技術士（建設部門、農業部門（選択科
目を「農業土木」とするものに限る。）、
林業部門（選択科目を「森林土木」と
するものに限る。）又は総合技術監理部
門（選択科目を「建設」、「農業農業
土木」又は「林業森林土木」とする
ものに限る。））の資格を有する者
・これらと同等以上の資格を有するもの
と国土交通大臣が認定した者

 橋梁下部工の施工を行う構成員（経営
事項評価点数が1200点以上の者）のいず
れか１人の主任（監理）技術者が上記
２に掲げる同種工事の経験を有する
者であること。

【共通事項】
同種工事の経験については、元請けの技術
者として実績を有していること。（共同企業体
の構成員としての実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る（地域維持型建設共同
企業体は除く。））（工場製作と架設工事現場で
配置予定技術者を交代する場合は、工場製作
の技術者は同種工事の工場製作の経験を、架
設工事現場の技術者は同種工事の架設工事現
場の経験を有していればよい。）なお、当該実
績が地方整備局が発注した工事に係る実績で
ある場合にあっては、工事成績評定通知書の
評定点が65点未満のもの又は工事成績評定の
通知を受けていないものを除く。（工事成績評
定通知書の再発行等については、５年以内の
ものは該当工事発注事務所にて、それ以前の
ものは企画部技術管理課に申請すれば再発行
が可能です。）さらに、橋梁下部工を施工する
配置予定技術者の当該実績が、工期１年未満
の工事にあっては工期の半分未満の従事期
間、工期１年以上の工期の工事にあっては
６ヶ月未満の従事期間である場合は原則実績
として認めない。
１）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
２）配置予定の主任（監理）技術者にあって
は直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を明示することができる資
料を提出するものとし、その明示がなされ
ない場合は入札に参加できないことがあ
る。ただし、震災により、最寄りの建設業
者により即時に対応することが、その後の
被害の発生または拡大を防止する観点から
最も合理的であって、当該建設業者に要件

を満たす技術者がいない場合など、緊急の
必要その他やむを得ない事情がある場合に
ついては、３ヶ月未満の雇用関係であって
も差し支えないこととする。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、九州地方整備局長から工事請負
契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年
３月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名
停止を受けていないこと。なお、異工種ＪＶ
又は地域ＪＶを結成して申請書を提出した者
の構成員の一部が指名停止措置を受けたこと
により、残余の構成員が新たな異工種ＪＶ又
は地域ＪＶを結成して特定建設工事共同企業
体の認定及び競争参加資格の確認申請を行う
場合及び残余の構成員が単独で競争参加資格
の確認申請を行う場合においては、平成28年
11月４日以降の認定及び確認申請に係るもの
については、競争参加資格を認めない。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある又は特別な提携関係等があ
る建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に以下の基
準のいずれかに該当する関係がないこと（基
準に該当する者のすべてが共同企業体の代表
者以外の構成員である場合を除く。）。
 資本関係 以下のいずれかに該当する二
者の場合。ただし、子会社又は子会社の一
方が更生会社又は再生手続が存続中の会社
等（会社法施行規則第２条第３項第２号の
規定による会社等をいう。以下同じ。）であ
る場合は除く。
 親会社と子会社の関係にある場合
 親会社を同じくする子会社同士の関係
にある場合

 人的関係 以下のいずれかに該当する二
者の場合。ただし、については、会社等
の一方が更生会社又は再生手続が存続中の
会社等である場合は除く。
 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の役員を現に兼ねている場合

 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の管財人を現に兼ねている場合

 その他入札の適正さが阻害されると認め
られる場合 その他上記又はと同視し
うる資本関係又は人的関係があると認めら
れる場合。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 一次審査に関する事項
競争参加資格があると認められた者につい

て、工事請負業者選定事務処理要領（昭和41年
12月23日付け建設省厚第76号）第16の指名基準
を踏まえ、４Ⅰによって得られる審査評価点
の上位５者までを選抜（５者目の審査評価点が、
同数となる者が複数存する場合はそれらの者を
含む。）し、技術提案書の提出要請を行うものと
する
４ 総合評価に関する事項等
 本工事の総合評価は以下のとおり実施す
る。
 一次審査における審査評価点の算出にお
いては、下記Ⅰ一次審査項目について、評
価点を評価基準に従って与え、審査評価点
を算出する。（最大得点800点）
 二次審査における加算点の算出において
は、下記Ⅱ二次審査項目について、評価点
を評価基準に従って与え、加算点を算出す
る。（最大得点900点）
Ⅰ 一次審査 下記１）～３）の項目にお
ける審査評価点の合計の上位５者までを
選抜する。ただし、５者目の審査評価点
が複数いる場合は、その者全ての者を含
む。また、国内実績のない外国籍企業が
国外での施工実績により参加する場合、
九州地方整備局において競争参加資格を
確認の上、上記２の同種工事の施工実
績として妥当と判断された場合、選抜者
に加える。
１）配置予定技術者の能力
２）企業の施工実績
３）事故及び不誠実な行為に対する評価

【地域ＪＶの場合（乙型）】
・橋梁上部工を施工する配置予定技術者
 建設業法第７条第２号イからハまたは
第15条第２号イからハに掲げる者である
こと。
 橋梁上部工の施工を行う構成員の主任
（監理）技術者が平成13年度以降に、元
請けの技術者として、上記１に掲
げる同種工事の経験を有する者であるこ
と。

・橋梁下部工を施工する配置予定技術者
 １級土木施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」と
は、次のものをいう。
・１級建設機械施工技士の資格を有する
者
・技術士（建設部門、農業部門（選択科
目を「農業土木」とするものに限る。）、
林業部門（選択科目を「森林土木」と
するものに限る。）又は総合技術監理部
門（選択科目を「建設」、「農業農業
土木」又は「林業森林土木」とする
ものに限る。））の資格を有する者
・これらと同等以上の資格を有するもの
と国土交通大臣が認定した者

 橋梁下部工の施工を行う構成員（経営
事項評価点数が1200点以上の者）の主任
（監理）技術者が上記２に掲げる
同種工事の経験を有する者であること。
ただし、橋梁下部工のその他の構成員（経
営事項評価点数を求めない者）の主任（監
理）技術者が上記３に掲げる同種
工事の経験を有する者であること。
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